
積丹町告示第５号 

 

次のとおり、公募により企画提案を募集し、その内容を審査して最良の提案をした者を

選定し随意契約の相手方の候補者とする手続（以下「公募型プロポーザル方式」という。）

を実施する。 

 

 

平成２６年７月１７日 

 

積丹町長 松 井 秀 紀  

 

 

 

１ 公募型プロポーザル方式に付す事項 

（１）事業名  

積丹町総合行政システムクラウドサービス導入事業 

（２）事業の目的及び内容  

積丹町総合行政システムクラウドサービス導入事業企画提案要請書（別途交付。以下

「企画提案要請書」という。）のとおり。 

（３）契約期間  

契約締結の日から平成３２年３月３１日までとする。（詳細は企画提案要請書によ

る。） 

（４）履行場所  

積丹町が指定する場所（詳細は企画提案要請書による。） 

 

２ 公募型プロポーザル方式に参加する者に必要な資格 

次のいずれにも該当すること。 

（１）地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４第１項に規定する者 

でないこと。 

（２）地方自治法施行令第１６７条の４第２項の規定により競争入札への参加を排除され 

ている者でないこと。 

（３）積丹町が行う指名競争入札に関する指名を停止されていないこと。 

（４）暴力団関係事業者等であることにより、積丹町が行う競争入札等への参加を除外さ 

れていないこと。 

（５）暴力団関係事業者等でないこと。 

（６）北海道内において、総合行政システムを納入した契約実績のある者であること。 

（７）北海道内に本店又は営業所等を有する者であること。 

（８）財団法人日本情報処理開発協会（ＪＩＰＤＥＣ）が管理する情報セキュリティマネ 

ジメントシステム（ＩＳＭＳ）認証取得又はプライバシーマーク付与認定を受けて



いる者であること。 

（９） 平成２５・２６年度積丹町競争入札参加資格を有している者であること。 

（１０） 会社更生法(平成１４年法律第１５４号)に基づき更生手続開始の申立て(同法附 

則第２条の規定によりなお従前の例によることとされる更生事件に係るものを含む｡ 

以下同じ｡)がなされている者でないこと｡  

（１１） 民事再生法(平成１１年法律第２２５号)に基づき再生手続開始の申立てがなされ 

ている者でないこと｡ 

 

３ 参加資格の審査 

（１）公募型プロポーザル方式に参加しようとする者は、アからウまでに定めるところに 

より、２に掲げる資格を有するかどうかの審査を受けるため、参加表明書を提出しな 

ければならない。 

ア 提出期限 平成２６年７月２３日（水）午後５時必着 

イ 提出方法 持参又は郵送（書留郵便に限る。）による。 

（受付時間は土曜日、日曜日及び祝日を除く平日の午前９時から午後 

５時まで） 

ウ 提出場所 北海道積丹郡積丹町大字美国町字船澗４８番地５  

  積丹町役場 総務課 

（２）審査を行ったときは、審査結果を通知する。 

 

４ 企画提案要請書の交付に関する事項 

（１）交付期間 平成２６年７月１７日（木）から平成２６年７月２３日（水） 

（交付時間は土曜日、日曜日及び祝日を除く平日の午前９時から午後５

時まで） 

（２）交付場所 北海道積丹郡積丹町大字美国町字船澗４８番地５  

 積丹町役場 総務課 

 

５ 提案書の提出期限、場所及び方法 

（１）提出期限 平成２６年８月８日（金）午後５時必着 

（２）提出場所 北海道積丹郡積丹町大字美国町字船澗４８番地５  

  積丹町役場 総務課 

（３）提出方法 持参又は郵送（書留郵便に限る。）による。 

（受付時間は土曜日、日曜日及び祝日を除く平日の午前９時から午後５

時まで） 

 

６ 提案の無効 

  公募型プロポーザル方式に参加する者に必要な資格を有しない者の提出した提案は無 

効とする。 



 

７ 最良の提案をした者の選定方法 

   あらかじめ定めた審査基準及び審査方法により、提出された提案書を評価し、最良の 

提案をした者（以下「特定者」という。）を選定する。 

 

８ 契約手続 

   特定者を見積書徴取の相手方に決定したときは、別途積丹町財務規則（平成４年規則 

第１号）の規定により契約手続を行う。 

 

９ 公募型プロポーザル方式に関する事務を担当する課の名称及び所在地 

（１）名称  積丹町役場 総務課 

（２）所在地 〒０４６－０２９２ 北海道積丹郡積丹町大字美国町字船澗４８番地５ 

（３）連絡先 電話番号   ０１３５－４４－２１１２ 

ＦＡＸ番号 ０１３５－４４－２１２５ 

 

１０ その他 

（１）企画提案書の作成及び提出に要する費用は、提案者の負担とする。 

（２）審査結果及び特定者名は、公表する。 

（３）詳細は、企画提案要請書による。 

 

１１ 留意事項 

  本事業は、契約期間の始期の属する年度にかかる予算の議決を条件とするものとする。 


